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地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を行ったの 

で、同条第９項の規定により、その結果を公表する。

１ 監査の対象 

  今回の監査は、北九州市（以下「市」という。）が資本金、基本金等の４

分の１以上を出資している団体のうち、次の団体を抽出し、令和３年度及び

令和４年度（令和４年４月から同年６月末日まで）の当該団体における出納

その他の事務の執行を対象とした。 

（１）社会福祉法人北九州市福祉事業団 

２ 監査の方法 

  上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行 

 されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに 

 関係職員から説明を聴取した。 

  なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和４年７月８日から令和５年１月２６日まで 



４ 事業の概要及び監査の結果 

（１）社会福祉法人北九州市福祉事業団 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

社会福祉法人北九州市福祉事業団（以下「事業団」という。）は、 

市と一体となって、社会福祉事業の推進を図り、広く市民福祉の向上

と増進に寄与することを目的として、昭和４０年１１月３０日に設立

登記された法人である。 

（イ）現況 

事業団は、前記の事業目的を達成するため、事業団立の施設として

障害児入所施設１所、障害者支援施設１所、児童発達支援センター１

所及び保育所１５所を運営するほか、指定管理者として４９施設の運

営を行い、市の普通財産であるレインボープラザの管理運営を受託し

ている（令和４年４月１日現在）。 

     事業団では、「中期計画２０２５」（令和３年度～７年度）を定め 

 、「経営基盤の安定化の推進」、「地域福祉の向上に貢献」及び「ガ 

 バナンスの強化と経営の透明性の確保」の３つの方向性のもと、サー

ビスの充実、人材の確保・育成、健全な財務運営及び地域社会への貢

献に重点的に取り組んでいる。 

（ウ）組織等 

     事業団の組織及び職員数は、次のとおりである。 

 （令和４年６月３０日現在） 



図 1 組織及び職員数 

（エ）市との関係 

市は、事業団の基本金１，０００万円を全額出捐するとともに、指

定管理者制度による社会福祉施設の管理及び運営並びに各種業務を委

託しており、令和３年度は２４億３，２２７万円、令和４年度は６月

までに６億３，５２２万円の委託料を支出している。 

また、市は、事業運営に係る補助金を令和３年度は１億７，５６０

万円支出している。 

緑地保育センター 9 人 

2 所

障害者スポーツセンター 14 人

介護実習・普及センター 12 人

保 育 所 22 9 人 

15 所

児 童 館 90 人

39 所

総合療育センター 284 人

総合療育センター西部分所 33 人

ひ よ り の 丘   86 人

ひ ま わ り 学 園 71 人

3 所

特別養護老人ホーム

か ざ し 園  29 人

小 池 学 園 35 人
理事長  1 人 

理 事  5 人

事 務 局  235 人 

《事務局内訳》 

総務課・事業課     4 5 人  

レインボープラザ      4 人  

子ども・若者応援センタ-   6 人  

障 害 認 定 係     1 6 人  

支 援 セ ン タ ー     4 3 人  

統括支援センター   1 0 9 人  

皿倉放課後児童クラブ   3 人  

社 会 福 祉 研 修 所     8 人  

ヤングケアラー相談窓口 1 人

監 事  2 人 

評議員  7 人 

職員総数 1, 1 2 7 人 

〈内訳〉 

正規職員(理事長含む) 4 4 0 人 ( 3 9 . 0 % )  

嘱託職員       6 8 7 人 ( 6 1 . 0 % )  



イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務の執行は、おおむね適正に処理されて

いた。 

事業団の令和３年度の収支状況を見ると、サービス活動収益の合計額

は、８３億７，６７３万円となっており、前年度と比べて１億６，１７

５万円増加、サービス活動外収益の合計額は、２，３７２万円となって

おり、前年度と比べて５４８万円減少した。 

また、サービス活動費用の合計額は、８２億６，０８８万円となって

おり、前年度と比べて８，２２２万円減少、サービス活動外費用の合計

額は、５２６万円となっており、前年度と比べて３４２万円減少した。 

その結果、経常増減差額と特別増減差額の合計から法人税等を差し引

いた当期活動増減差額は、１億２，６４０万円の黒字となっており、前

年度と比べて２億３，８９５万円増加し、３年ぶりにプラスに転じてい

る。 

なお、次期繰越活動増減差額は、３７億７，７９６万円を確保してい

る。 

事業団の今後を考えると、人こそが財産である福祉事業を運営する事 

業団においては、優秀な人材を確保するためにも安定した財務運営を継 

続することが重要である。したがって、利用者へのサービス向上を念頭 

に置きながらも、業務の効率化などの経営改善を継続して行うとともに 

、事業自体の採算性や必要性を吟味する必要がある。また、事業団立施 

設については、老朽化した施設の建て替え及び改修が本格化することが 

見込まれるため、財源の調達方法や実施時期について計画的に進める必 

要がある。 

「中期計画２０２５」の実行を通じて、サービスの充実、人材の確保 

・育成、健全な財務運営及び地域社会への貢献に引き続き取り組み、更 

なる経営基盤の安定化の推進を図り、もって地域福祉の向上に貢献され 

ることを期待する。 


